
様式 １ 公表されるべき事項

国立大学法人長崎大学（法人番号3310005001777）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1 役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
実績を含む。）

③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容

本学の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって，他の国
立大学法人，国家公務員，類似事業を行っている独立行政法人の他，国・地方公共団体が
運営する教育・研究機関のうち，常勤職員数（当該法人2,635人）や教育・研究事業でおおよ
そ同規模と認められる，他国立大学法人も参考としている。

(1)他国立大学法人･･･同じ規模の国立大学法人として千葉大学，新潟大学，金沢大学，
岡山大学，熊本大学をそれぞれ参考としている。（常勤職員数2,000～4,000人程度）
公表資料によれば，令和５年度の各大学の長の年間報酬額は
18,792～19,662千円（平均19,277千円）

(2)事務次官年間報酬･･･23,235千円

業績給については具体的な率を定めるのではなく，本学が定める役員給与規程において，本

給月額については経営協議会の議を経て，また期末特別手当の額は役員ごとの業績に応じて

経営協議会の議を経て，これを変更できることとしている。

役員報酬支給基準は，月額及び期末特別手当から構成されている。月額につ
いては長崎大学役員給与規程に則り，本給月額1,122,000円に諸手当（地域手
当，通勤手当等）を加算して算出している。期末特別手当についても長崎大学役
員給与規程に則り，本給月額+地域手当+（本給月額+地域手当）×100分の20+
本給月額×100分の25の額（期末特別手当基礎額）に，期別支給割合（100分の
172.5）及びその者の在職期間に応じた割合を乗じた額としている。

令和６年度においては国家公務員の給与の改定に準拠し，次のような改正を
行った。
○令和７年２月１日に本給月額を12,000円引き上げた。
○令和６年度における期末特別手当期別支給割合を100分の170から172.5に

引き上げ支給した。

法人の長に準ずる。
本給月額は716,000円～829,000円

法人の長に準ずる。

本給月額は296,100円 （非常勤役員手当として支給）
期末特別手当は支給しない

法人の長に準ずる。
本給月額は716,000円

法人の長に準ずる。

本給月額は296,100円 （非常勤役員手当として支給）
期末特別手当は支給しない。
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２ 役員の報酬等の支給状況
令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

19,656 13,440 5,752
403
60

（地域手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

14,501 9,930 4,250
297
24

（地域手当）
（通勤手当）

※

千円 千円 千円 千円

14,477 9,930 4,250 297 （地域手当） ※

千円 千円 千円 千円

14,563 9,930 4,250
297
85

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,477 9,930 4,250 297 （地域手当） ※

千円 千円 千円 千円

13,311 8,576 3,878
257
600

（地域手当）
（広域異動手当）

R6.4.1 ◇

千円 千円 千円 千円

3,520 3,520 0 0 （ ）

千円 千円 千円 千円

3,520 3,520 0 0 （ ）

千円 千円 千円 千円

12,650 8,576 3,670
257
146

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

3,520 3,520 0 0 （ ）

注１：「前職」欄には，役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
 退職公務員「*」，役員出向者「◇」，独立行政法人等の退職者「※」，退職公務員でその後

       独立行政法人等の退職者「＊※」，該当がない場合は空欄
注２：総額，各内訳については千円未満切り捨てのため，総額と各内訳の合計金額は必ずしも一致しない。
注３：「地域手当」とは，民間の賃金水準が高い地域に在勤する常勤役員に支給しているものであり，

人事交流により本学の常勤役員となった場合において，異動等の前日に在勤していた支給地域の
支給割合に達しないとき，異動等の日から2年を経過するまで異動保障による地域手当が支給される。
（1年目は，異動の前日に在勤していた支給地域の支給割合，2年目は，1年目の支給割合の80%）

注４：「広域異動手当」とは，人事交流により本学の常勤役員となった場合において，事業所間の距離
及び住居と事業所との距離が60ｋｍ以上のとき，異動の日から３年間（5％～10％）支給される手当
である。

注５：「単身赴任手当」とは，人事交流により本学の常勤役員となった場合において，やむを得ない事情に
により配偶者と別居し，単身で生活することを常況とするときに支給される手当である。

その他（内容）

H監事

I監事
（非常勤）

法人の長

A理事

B理事

G理事
（非常勤）

前職

F理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

D理事

E理事

C理事
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３ 役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

長崎大学は，長崎に根づく伝統的文化を継承しつつ，豊かな心を育み，地球の平和
を支える科学を創造することによって，社会の調和的発展に貢献することを理念として
おり，学長のリーダーシップの下に，１０学部，６研究科，１学環，３研究所及び大学病
院を着実に発展させている。

令和６年４月に情報データ科学部，工学部，環境科学部及び水産学部の４学部を基
礎学部とする分野横断型の大学院「総合生産科学研究科」を設置した。また，人文社
会科学的叡智を統合し，核の使用リスクや地球環境破壊，パンデミックなど人類の存続
に影響し得る地球規模のリスクについて学際的研究を推進するため，令和６年６月にグ
ローバルリスク研究センターを設置した。令和６年１０月には，長崎市中心部にオープン
した複合施設「スタジアムシティ長崎」内のオフィス棟に新たなサテライトキャンパス「長
崎大学テクノロジーイノベーションキャンパス（NUTIC)」を開設し，同じ棟に入居する企
業等との密接な産学連携を通じた人材育成をスタートさせた。さらに，令和７年１月には，
高度感染症研究センター実験棟（BSL-4施設)が厚生労働大臣により国内２か所目とな
る特定一種病原体等所持施設（特定一種病原体等を研究可能な施設としては国内初）
として指定され，今後，特定一種病原体等の搬入に向けた手続きを開始することとなる
など，多岐にわたる取り組みを学長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で，長崎大学の学長は，職員数約2,600人（非常勤等含まず）の法人の代
表として大学における業務を統括し，経営責任者と教学責任者としての職務を同時に
担っている。

本学では，法人化前の国家公務員指定職俸給表を踏まえて学長の報酬月額を定め
ているが，学長の職務内容の特性は上記のとおり法人化以前と同等以上である。また，
学長の報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬３６，１３８千円と比較
しその水準以下にある。事務次官の年間給与額２３，２３５千円と比べてもそれ以下と
なっている。以上，これら学長の職務内容・職責及び民間企業，法人化以前の報酬水
準との比較を踏まえると，学長の報酬水準は妥当であると考えられる。

理事の報酬水準の検討にあたっては，法人規模が同等程度の他国立大学法
人（千葉大学，新潟大学，金沢大学，岡山大学，熊本大学）も参考に，国家公
務員指定職俸給表を鑑み報酬水準を決定している。

理事の報酬水準の検討にあたっては，法人規模が同等程度の他国立大学法
人（千葉大学，新潟大学，金沢大学，岡山大学，熊本大学）も参考に，国家公務
員指定職俸給表を鑑み，報酬水準を決定している。

非常勤の報酬については理事の報酬月額をもとに日給を算出し，月の平均勤
務日数を乗じたものを本給月額としている。

監事の報酬水準の検討にあたっては，理事と同様に法人規模が同等程度の他
国立大学法人も参考に，外部からの視点で大学の業務のすべてを監査し，業務
改善への意見を行うという職務の重要性から，理事と同様の水準で決定している。

監事の報酬水準の検討にあたっては，理事と同様に法人規模が同等程度の他
国立大学法人も参考に，外部からの視点で大学の業務のすべてを監査し，業務
改善への意見を行うという職務の重要性から，理事と同様の水準でを決定している。

非常勤の報酬額については監事の報酬月額をもとに日給を算出し，月の平均勤
務日数を乗じたものを本給月額としている。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職，他の同規模の国立大学法人，
民間企業等との比較などを考慮すると，役員の報酬水準は妥当であると考える。
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４ 役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

５ 退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６ 業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当者なし

該当者なし

監事A

法人での在職期間

監事A
（非常勤）

判断理由

該当者なし

該当者なし

該当者なし

法人の長

理事A
（非常勤）

理事A

法人の長

理事A

監事A
（非常勤）

理事A
（非常勤）

監事A

業績給については具体的な率を定めるのではなく本学が定める役員給与規程において，本
給月額については経営協議会の議を経て，また期末特別手当の額は役員ごとの業績に応じ
て経営協議会の議を経て，これを変更できることとしている。

該当なし

4



Ⅱ 職員給与について
１ 職員給与についての基本方針に関する事項

③  給与制度の内容

④  給与制度の令和６年度における主な改定内容

① 職員給与の支給水準の設定等についての考え方

② 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
の仕組み及び導入実績を含む。）

国から運営費交付金が措置されていることから，国家公務員の給与水準を十分考慮し，社会一
般の情勢に適合した適性な給与水準とすることとしている。

給与水準を検討するにあたっては，他の国立大学法人及び国家公務員を参考にした。

他国立大学法人は本学と同程度の法人規模の大学（2,600～4,000人）であり，教育・研究の事

業内容も類似する大学を参考としている。
国家公務員・・・令和６年国家公務員給与実態調査において行政職俸給表（一）適用職員の平

均給与月額は405,378円となっており，全国家公務員の給与月額は414,801円となっている。

なお，本学の主な職種における対国家公務員指数は次のとおりである。

事務・技術職員：83.5，医療職員（病院看護師）95.2，教育職員（大学教員）87.1

職員の勤務成績に応じて，賞与時期（6月・12月）における支給割合の増減を行うほか，昇給の
区分（号俸数）を決定する。また，昇格においても勤務成績に応じて昇格・降格を行う。

勤勉手当については6月１日及び12月1日の基準日において在職する職員に対し，基準日以

前6箇月間におけるその者の勤務成績に応じてそれぞれ支給割合を決定する。
昇給については1月1日に昇給期１年間の勤務成績に応じ「Ａ」（８号俸以上）から「Ｅ」（０号俸）

までの５段階で昇給をさせることができる。

昇格については勤務成績が良好で，かつ本学が定める基準を満たす者は上位の職務の級に

決定することができる。勤務成績が不良な場合は，下位の級に決定することができる。

長崎大学職員給与規程に則り，本給（本給の調整額及び教職調整額を含む），教員特殊業務
給及び諸手当（管理職手当，初任給調整手当，扶養手当，地域手当，広域異動手当，住居手当，
通勤手当，単身赴任手当，特殊勤務手当，超過勤務手当，教員特殊業務割増手当，休日給，
夜勤手当，宿日直手当，管理職員特別勤務手当，期末手当，勤勉手当，期末特別手当及び義
務教育等教員特別手当）としている。

期末手当については，本給（本給の調整額及び教職調整額を含む）及び扶養手当の月額並
びにこれらに対する地域手当及び広域異動手当の月額の合計（長崎大学職員給与規程第25条
第2項第1号及び第2号の表に定める職員にあってはそれぞれの表の区分に対応する加算率を
乗じて得た額をそれぞれ加算した額）を基礎として，100分の125（特定幹部職員は100分の105）
を乗じ，さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて
得た額としている。

勤勉手当については勤勉手当基礎額（本給（本給の調整額及び教職調整額を含む）の月額並
びにこれに対する地域手当及び広域異動手当の月額の合計額）に長崎大学期末手当，勤勉手
当及び期末特別手当支給細則に基づいた勤勉手当の成績率等の決定基準により定める割合を
乗じ，さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者在職期間に応じた割合を乗じて得た
額としている。

国家公務員の給与の改定を参考とし，本学では令和6年度に次のような改定を行った。

・令和７年２月１日に初任給を始め若年層に重点を置き全ての本給月額を見直し，平均3％

増額した。

・令和６年度期末勤勉手当の年間支給月数を0.1月（期末手当各0.025月，勤勉手当各0.025月）

引き上げ4.6月（令和5年度4.5月）分を支給した。
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２ 職員給与の支給状況

① 職種別支給状況

うち通勤手当等

人 歳 千円 千円 千円 千円

2,111 43.1 6,558 4,753 53 1,805
人 歳 千円 千円 千円 千円

455 42.1 5,828 4,237 68 1,591
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

613 51.6 8,633 6,185 45 2,448
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

707 38.4 5,537 4,051 52 1,486
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 47.6 7,781 5,614 0 2,167
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 40.2 5,963 4,303 0 1,660
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 44.5 7,886 5,764 147 2,122
人 歳 千円 千円 千円 千円

48 37.2 6,649 4,887 61 1,762
人 歳 千円 千円 千円 千円

228 38.2 5,443 3,976 45 1,467
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 47.5 5,826 4,228 86 1,598
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 35.5 5,803 4,199 5 1,604
人 歳 千円 千円 千円 千円

173 44.5 7,909 7,909 44 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

173 44.5 7,909 7,909 44 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 56.5 14,063 12,632 0 1,431

人 歳 千円 千円 千円 千円

36 63.6 3,567 2,978 76 589
人 歳 千円 千円 千円 千円

31 63.6 3,568 2,980 80 588
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 63.5 3,558 2,963 47 595

在外職員

区分 うち賞与総額 うち所定内平均年齢
令和６年度の年間給与額（平均）

教育職種
（附属高校教員）

人員

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院医師）

常勤職員

海事職種

海技職種

教育職種
（大学教員）

その他

技能・労務職種

再雇用職員

事務・技術

教育職種
（附属義務教育学校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

その他医療職種

その他

常勤職員（年俸制）

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（附属高校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

海技職種

技能・労務職種
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人 歳 千円 千円 千円 千円

203 46.5 3,899 2,842 80 1,057
人 歳 千円 千円 千円 千円

167 47.1 3,830 2,764 81 1,066
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 33.3 3,178 3,178 27 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 48.2 4,162 3,019 78 1,143
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 39.3 4,289 3,106 125 1,183
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 42.5 6,050 4,366 53 1,684

注１： 【常勤職員】【常勤職員（年俸制）】には，【在外職員】及び【再雇用職員】を含まない。

注２： 「教育職種（大学教員）」には，診療行為を行う教育職員を含む。

注３： 「技能・労務職種」とは，実験助手，調理師，守衛等の業務を行う職種をいう。

注４： 「海事職種」とは，船舶の船長，機関長，一等航海士等の業務を行う職種をいう。

注５： 「海技職種」とは，船舶の甲板長，操機長，司厨長等の業務を行う職種をいう。

注６： 「教育職種（附属高校教員）」とは，附属特別支援学校教員をいう。

注７： 「教育職種（附属義務教育学校教員）」とは，附属幼稚園，附属小学校，附属中学校の教員をいう。

注８： 【常勤職員】の「その他医療職種」は病院以外に勤務する保健師を，「その他」は特任研究員及び戦略職員をいう。

注９： 【非常勤職員】の「その他」は特任研究員をいう。

注１０：【常勤職員】の「技能・労務職種」，【常勤職員（年俸制）】の「その他」，【再雇用職員】の「医療職種（病院看護師）」，

「技能・労務職種」及び「海技職種」については，該当者が２人以下のため当該個人に関する情報が特定されるおそれ

のあることから，区分以外は記載せず，常勤職員，常勤職員（年俸制），再雇用職員それぞれの全体の数値からも除外している

注１１：「通勤手当等」とは，通勤手当と在宅勤務手当の合算をいう。

【任期付職員（年俸制適用者）】

人 歳 千円 千円 千円 千円

10 51.5 6,602 6,602 41 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 57.8 9,861 9,861 17 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 48.8 5,205 5,205 51 0

注１： 【任期職員（年俸制適用者）】の「その他」とは，戦略職員をいう。

任期付職員（年俸制）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

その他

医療職種
（病院医療技術職員）

その他

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

非常勤職員
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②

注1： ①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下，④まで同じ。

注2： ｢四分位｣とは，ばらつきの度合を示す指標である。
｢第1四分位｣とは，年齢別の年間給与額を小さい順に並べたときの小さい方から25%目の額，｢第3四分位｣とは，
小さい方から75%目の額とする。

注3：年齢20～23歳の該当者は4人であるため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，

年間給与額の第1・第3分位については表示していない。

注１： 年齢20～27歳の該当者はいないため，年間給与に関する折れ線は表示していない。

注2： 年齢28～31歳の該当者は2人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，

年間給与については表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔年俸制適用者，在外職員，任期付職員及び再雇用職員を除く。以下，④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員職員）

平均
人 歳 千円

部長 11 56.3 10,036 12,137 ～8,401

課長 35 52.4 8,025 9,807 ～6,518

課長補佐 45 48.0 6,710 8,348 ～5,844

係長 142 45.2 6,061 7,217 ～4,471

主任 70 43.4 5,541 7,131 ～4,367

係員 152 33.3 4,467 6,247 ～3,739

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 198 58.0 10,421 13,723 ～8,237

准教授 196 50.9 8,491 10,020 ～6,840

講師 37 51.3 7,887 8,941 ～6,961

助教 181 45.5 6,841 9,926 ～5,892

助手 1

注：助手は1人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
平均年齢及び年間給与額は表示していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

千円

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円
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（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

看護部長 1

副看護部長 5 57.1 7,512 8,134 ～6,609

看護師長 34 52.6 6,911 7,672 ～6,397

副看護師長 71 48.6 6,357 7,030 ～5,329

看護師 596 36.2 5,278 9,338 ～4,273

注：看護部長は1人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，平均年齢及び

年間給与額は表示していない。

④

○事務・技術職員

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

52.8 52.8 52.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 47.2 47.2 47.2

％ ％ ％

         最高～最低 56.5～42.4 53.3～43.0 54.9～43.1

％ ％ ％

54.5 54.2 54.4
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.5 45.8 45.6

％ ％ ％

         最高～最低 53.0～39.4 53.0～41.6 50.6～41.5

○教育職員（大学教員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

50.9 50.7 50.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 49.1 49.3 49.2

％ ％ ％

         最高～最低 61.8～43.3 61.5～43.7 61.6～43.5

％ ％ ％

55.1 54.8 55.0
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.9 45.2 45.0

％ ％ ％

         最高～最低 56.6～41.1 56.3～41.3 56.4～41.2

一般
職員

一律支給分（期末相当）

千円

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
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○医療職員（病院看護師）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

52.0 51.0 51.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 48.0 49.0 48.5

％ ％ ％

         最高～最低 52.1～44.6 53.0～44.8 50.6～44.7

％ ％ ％

54.7 54.5 54.6
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.3 45.5 45.4

％ ％ ％

         最高～最低 53.6～41.2 53.5～41.6 53.5～41.5

３ 給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

８３．５
９１．６
８２．８
９１．２
９７．０

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

国に比べて給与水準が
高くなっている理由

給与水準の妥当性の
検証

【支出予算の総額に占める財政支出の割合 28.3%】
（国からの財政支出額 18,873百万円,支出予算の総額 66,668百
万円：令和6年度予算）
【累積欠損額 なし】
【管理職の割合 10.1%（常勤職員数455人中46人）】
【大卒以上の高学歴者の割合 78.5%（常勤職員数455人中357人）】

（法人の検証結果）
本学における令和6年度予算の国からの財政支出額は約189億円と
なり，ガイドラインによる国の財政支出規模の大きい法人（支出額
100億円以上）に該当することとなるが，累積欠損がないこと，管理職
の割合（国における行政職（一）６級以上の割合16.8%）が低いこと，
本学の規模（１０学部，６研究科，１学環，３研究所及び大学病院），
対国家公務員指数及び他国立大学法人指数が100未満であること
等を勘案した結果，給与水準は適切と思われる。

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は，職務の特性や国家公務員，民間企業の
従業員の給与等を勘案し，設定の考え方を明らかにすることが求め
られており，国家公務員と比べて給与水準が高い法人は，その合理
性及び妥当性について，説明責任を果たすべきこととされている。
（独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日
閣議決定））
当該法人は，国家公務員の給与及び他の国立大学法人の給与等
を総合的に勘案したうえで，職員の給与水準を設定しており，法人
における給与水準の妥当性の検証結果から，適切な対応が執られ
ていると考える。引き続き，適切な給与水準の設定に努めていただ
きたい。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案

・年齢・地域勘案

・年齢・学歴勘案

・年齢・地域・学歴勘案

（参考）対他法人

講ずる措置
国家公務員の給与水準を考慮し，社会一般の情勢に適合した適正
な給与水準の維持に努める。
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○医療職員（病院看護師）

９５．２
９６．５
９５．２
９６．５
９６．４

○教育職員(大学教員)と国家公務員との給与水準の比較指標 ８７．１

注：上記比較指標は，法人化前の教育職(一)と行政職(一)の年収比率を基礎に，令和６年度の

教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した数字である。

講ずる措置
国家公務員の給与水準を考慮し，社会一般の情勢に適合した適正
な給与水準の維持に努める。

国に比べて給与水準が
高くなっている理由

給与水準の妥当性の
検証

【支出予算の総額に占める財政支出の割合 28.3%】
（国からの財政支出額 18,873百万円,支出予算の総額 66,668百
万円：令和6年度予算）
【累積欠損額 なし】
【管理職の割合 0.85%（常勤職員数707人中6人）】
【大卒以上の高学歴者の割合52.6%（常勤職員数707人中372人）】

（法人の検証結果）
本学における令和6年度予算の国からの財政支出額は約189億円と
なり，ガイドラインによる国の財政支出規模の大きい法人（支出額
100億円以上）に該当することとなるが，累積欠損がないこと，管理職
の割合（国における医療職（三）５級以上の割合0.77%）が国と大きく
違わないこと，本学の規模（１０学部，６研究科，１学環，３研究所及
び大学病院），対国家公務員指数及び他国立大学法人指数が100
未満であること等を勘案した結果，給与水準は適切と思われる。

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は，職務の特性や国家公務員，民間企業の
従業員の給与等を勘案し，設定の考え方を明らかにすることが求め
られており，国家公務員と比べて給与水準が高い法人は，その合理
性及び妥当性について，説明責任を果たすべきこととされている。
（独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日
閣議決定））
当該法人は，国家公務員の給与及び他の国立大学法人の給与等
を総合的に勘案したうえで，職員の給与水準を設定しており，法人
における給与水準の妥当性の検証結果から，適切な対応が執られ
ていると考える。引き続き，適切な給与水準の設定に努めていただ
きたい。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案

・年齢・地域勘案

・年齢・学歴勘案

・年齢・地域・学歴勘案

（参考）対他法人
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４ モデル給与

５ 業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ 総人件費について

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載している。

最広義人件費
29,874,211

3,610,733 3,724,135 3,882,964

非常勤役職員等給与
11,507,522 12,194,732 13,356,508

32,029,84730,458,995

福利厚生費

退職手当支給額
1,167,028 938,969 940,299

区 分

給与，報酬等支給総額
13,588,928 13,601,159 13,850,076

（扶養親族がいない場合）
【事務・技術職員】

○ ２２歳（大卒初任給）

月額 ２２０，０００円 年間給与 ３，３６９，０００円

○ ３５歳（主任）

月額 ２９７，８００円 年間給与 ５，１０１，０００円

○ ５０歳（班長・課長補佐）

月額 ３７８，５００円 年間給与 ６，５５８，０００円

【教育職員（大学教員）】
○ ２８歳（博士課程修了）

月額 ４７０，０００円 年間給与 ５，６４１，０００円

○ ３５歳（講師）
月額 ５５９，０００円 年間給与 ６，７１０，０００円

○ ５０歳（准教授）
月額 ６７４，０００円 年間給与 ８，０９２，０００円

※扶養親族がいる場合には，扶養手当（配偶者３，０００円，子一人につき１１，５００円）を支給。

※住居手当や通勤手当，超過勤務実績に応じた超過勤務手当等を別途支給。

職員の勤務成績に応じて，賞与時期（6月・12月）における支給割合の増減を行うほか，昇給の区分
（号俸数）を決定する。また，昇格においても勤務成績に応じて昇格・降格を行う。

勤勉手当については6月1日及び12月1日の基準日において在職する職員に対し，基準日以前6箇

月間におけるその者の勤務成績に応じてそれぞれ支給割合を決定する。
昇給については1月1日に昇給期１年間の勤務成績に応じ「Ａ」（８号俸以上）から「Ｅ」（０号俸）までの

５段階で昇給をさせることができる。
昇格については勤務成績が良好で，かつ本学が定める基準を満たす者は上位の職務の級に決定

することができる。勤務成績が不良な場合は，下位の級に決定することができる。
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総人件費について参考となる事項

Ⅳ 定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

Ⅴ その他

大学教員以外の職員（事務職員，技術職員，附属学校教員）については，令和５年度より，定
年年齢を６０歳（守衛等は６３歳）から段階的に引き上げており，令和１３年度に６５歳とする。定
年年齢の引き上げに伴い，大学教員以外の職員については，６０歳の誕生日以後の最初の４
月１日付で，管理監督職の職員は非管理監督職に，それ以外の役付職員はその他の職に降
任させる制度を設けている。なお，大学教員以外の職員の本給について，６１歳に達する年度
から７割水準とすることとした。また，大学教員の定年年齢については，従前より６５歳であり定
年年齢及び給与の制度に変更はない。

特になし。

総人件費の増減要因
①給与、俸給等支給総額

令和６年度は国家公務員の給与の改定を参考として，令和７年２月１日に初任給を始め若年層に重
点を置き全ての本給月額を引上げ，平均3%増額するとともに，差額の一部を一時金として支給した。ま
た，期末勤勉手当の年間支給月数を0.1月（期末手当，勤勉手当各0.025月）引き上げ，4.6月（令和５
年度4.5月）としたことにより，給与支給額が令和５年度に比べ1.8％増（248,917千円増）となった。
②退職手当支給額

令和６年度は令和５年度とほぼ同額（1,330千円増）であった。
③非常勤役職員等給与

令和６年度は国家公務員の給与の改定を参考として，令和７年２月１日に初任給を始め若年層に重
点を置き全ての本給月額を引上げ，平均3%増額するとともに，差額の一部を一時金として支給した。ま
た，期末勤勉手当の年間支給月数を0.1月（期末手当，勤勉手当各0.025月）引き上げ，4.6月（令和５
年度4.5月）としたことにより，令和５年度に比べ9.5％増（1,161,776千円増）となった。

④福利厚生費
職員数及び給与額の増加により，令和５年度に比べ4.3％増（158,829千円増）となった。

⑤最広義人件費
上記①～④の理由により，令和５年度に比べ5.2％増（1,570,852千円増）となった。

14


	Ⅰ 役員報酬等について
	Ⅱ 職員給与について
	Ⅲ　総人件費について
	Ⅳ　定年制度及び60歳以上の職員の給与制度
	Ⅴ　その他



